
国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 平成３１年度計画 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所の中長期計画を実行するため、独立

行政法人通則法（平成 11年法律第 103号。以下「通則法」という。）第 35条の８にお

いて読み替えて準用する通則法第 31条に基づき研究所に係る平成 31年度の年度計画

を以下のとおり策定する。 

前文 

独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）を踏

まえ、運輸産業の国際競争力の強化や海洋の利用推進等を技術面から支えるため、平

成 28年４月１日、国立研究開発法人海上技術安全研究所（以下「旧海上技術安全研究

所」という。）、国立研究開発法人港湾空港技術研究所（以下「旧港湾空港技術研究所」

という。）及び国立研究開発法人電子航法研究所（以下「旧電子航法研究所」という。）

を統合し、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所（以下「研究所」という。）

を設立した。 

国土交通省は、交通政策基本計画（平成 27 年２月 13 日閣議決定）、国土強靱化基

本計画（平成 26年６月３日閣議決定）、社会資本整備重点計画（平成 27年９月 18日

閣議決定）、海洋基本計画（平成 25 年４月 26 日閣議決定）、国土形成計画（平成 27

年８月 14日閣議決定）、科学技術基本計画（平成 28年１月 22日閣議決定）等に基づ

き、我が国が直面している多様かつ重大な課題を解決するため、様々な政策を実施し

ている。例えば、公共交通における安全・安心の確保、防災・減災対策の推進、イン

フラの老朽化対策の推進、国際競争力の強化、環境・エネルギー対策の推進、海洋開

発関連産業の技術開発支援などが、現在重要な政策課題となっている。 

このような政策課題に関連する技術的な課題の解決のため、研究所は平成 31 年度

において、以下の措置を講じる。 

なお、その措置の実施にあたっては、通則法第２条第１項に規定されているとおり、

研究所は、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実に実施されること

が必要な事務及び事業であって、国が自ら主体となって直接に実施する必要のないも

ののうち、民間の主体に委ねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるものを効

果的かつ効率的に行うために設立されている法人であることを踏まえ、研究開発等の

取組を進めていくこととする。 

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 



 

 

 

１．分野横断的な研究の推進等 

 

海洋の利用推進、我が国産業の国際競争力強化といったテーマは、旧海上技術安全

研究所、旧港湾空港技術研究所及び旧電子航法研究所の旧３研究所が保有する技術と

知見を効果的にかつ最大限に活用して取り組むべき政策課題である。このため、旧３

研究所の研究領域にまたがる分野横断的な研究を効率的かつ効果的に実施し、その政

策の実現に貢献する。 

また、経営戦略室が中心となって分野横断的な研究をはじめとする研究開発を効率

的かつ効果的に実施するため、戦略的な研究計画の企画立案や各研究部門の連携・調

整を行う。 

 

（１）分野横断的な研究の推進 

研究所は、海洋の利用推進と国際競争力の強化といった課題について、分野横断的

な研究を効率的かつ効果的に実施する。 

このため、本年度においては、次世代海洋資源調査技術に関し、資源調査技術・生

産技術等と新たな海中施工技術等の研究を引き続き連携して進める。 

首都圏空港の機能強化に関しては、空港内の交通流を円滑にする誘導路等の施設配

置や運用の改善のため、交通データ等活用技術の研究を引き続き実施するほか、目的

達成のための課題、目標、計画等の具体的な研究方法や各種研究計画について、関係

する研究者等の間で情報交換、連携し、効率的かつ効果的に研究を進める。 

また、29年度より実施している海洋分野におけるドローン技術の活用に関する研究

を進める。 

さらに、各分野の共通基盤となる技術を活用した研究の連携を進めるとともに、総

合的な政策課題に適切に対応した研究の模索や検討を継続的に行う。 

 

（２）研究マネジメントの充実 

研究開発成果の最大化を推進するため、研究所全体の統制管理を行う経営戦略室を

中心として、国土交通省の政策を取り巻く環境や最新の技術動向を踏まえた戦略的な

研究計画の企画立案や、将来的な研究所の業務量を見据えた経営の在り方について継

続して検討を行う。また、当室を中心として、研究所全体の研究計画や経営戦略に関

する会議を定期的に開催する。 

また、研究の一層の推進を図るため、必要な経費の積極的な確保に努める。さらに、

それぞれの研究の実施にあたって、ICT を活用した日常的な研究情報の交換、研究施

設の有効活用を進め、経営資源の効果的・効率的な活用を図るとともに、研究者相互

のコミュニケーションの場、研究所の役員と職員との間での十分な意見交換の場を設

ける等、将来のイノベーション創出に向けた取組を活性化する。 

 



 

 

 

２．船舶に係る技術及びこれを活用した海洋の利用等に係る技術に関する研究開発等 

中長期目標に掲げられた研究開発課題、すなわち海上輸送の安全確保及び環境負荷

の低減や海洋開発の推進、海上輸送を支える基盤的技術開発等に対する適切な成果を

創出するため、本中長期目標期間においては、次に記載する研究に重点的に取り組む

こととする。 

また、これら重点的に取り組む研究開発課題以外のものであっても、本中長期目標

期間中の海事行政を取り巻く環境変化により、喫緊の政策課題として対応すべきもの

がある場合は、重点的に取り組む研究開発課題と同様に取り組むこととする。 

さらに、独創的または先進的な発想に基づき、研究所の新たな研究成果を創出する

可能性を有する萌芽的研究についても、先見性と機動性をもって的確に対応するとと

もに、研究ポテンシャルの維持・向上、海事分野での新たなシーズの創生を図るため

の取組を行う。 

我が国海事産業の未来の産業創造と社会変革に向けたイノベーションの創出を目

的に、民間・大学等を含めた海事クラスターで共通的・長期的に取り組む課題を実施

するための共同研究プロジェクトに重点的に取り組むこととする。 

 

（１）海上輸送の安全の確保 

安心・安全社会の実現のため、適切な安全規制の構築が求められる一方、国際海事

機関（IMO）での議論に基づき必ずしも技術的合理性のない規制の導入による社会的コ

ストの増加に対する懸念から、船舶の安全性向上と社会的負担のバランスを確保する

合理的な安全規制体系の構築が期待されている。 

また、船舶の安全性向上に係る技術開発成果を背景として我が国が国際ルール策定

を主導することは、安心・安全社会の実現とともに我が国海事産業の国際競争力強化

の観点から重要である。 

さらに、海難事故の発生原因を正確に解明し、適切な海難事故防止技術を開発する

ことは、海難事故の削減のため不可欠である。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①先進的な船舶の安全性評価手法及び更なる合理的な安全規制の体系化に関する研究

開発 

－安全性と環境規制のバランスのとれた合理的な構造強度評価法の策定及び規則体系

の再構築を目標に、研究開発の推進を図る。本年度は、体系化された荷重・構造強

度評価システムの実用化を加速するため、DLSA-Professional の開発・実用化を行

う。特に縦曲げ最終強度評価の機能を体系化された荷重・構造強度評価システムに

追加を行う。また、これまでに開発した DLSA-Professionalの高度化や損傷後の残

余強度評価機能を追加した DLSA-Ultimateの開発を行う。さらに、DLSAの解析結果

に基づく海象設定手法のシステム化、データ同化・補完手法を開発する。 等 

②海難事故等の原因究明の深度化、防止技術及び適切な対策の立案に関する研究開発 



 

 

 

－波漂流力に関する模型実験と荒天下操船運動評価テストプログラムによる船速低下

推定精度の把握、水槽試験による低速時の変針及び通常航行時の旋回性能向上装置

の有効性検証及び改良、遠隔計測等による船体運動状況分析システムを用いた操船

支援方法の検討、貨物船・タンカー等の衝突(単)事故分析に基づく損傷実態の把握

と損傷モデルの検討及び損傷船舶の船内区画進展浸水との連成を考慮した波浪中

運動推定法の検討を実施する。 等 

 

（２）海洋環境の保全 

IMO において、船舶の運航に伴い排出される二酸化炭素（CO2）、窒素酸化物（NOx）、

硫黄酸化物（SOx）等の規制が段階的に強化されるとともに、排ガス中のブラックカー

ボン（BC）等新たな課題についても検討が行われている。このため、これらの船舶に

起因する環境負荷の大幅な低減に資する革新的な技術開発とともに、環境への負荷を

正しく評価したうえで社会合理性のある適切な規制を構築することが求められている。 

また、環境負荷低減に係る技術開発成果を背景として国際ルール策定を主導するこ

とは、地球環境問題解決への貢献とともに我が国海事産業の国際競争力強化の観点か

ら重要である。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①環境インパクトの大幅な低減と社会合理性を兼ね備えた環境規制の実現に資する

規制手法に関する研究開発 

－テストエンジンを用いた計測データに基づく船舶排出量データの精度検証、PM及び

PM2.5前駆物質の実船計測を実施する。 等 

②船舶のグリーン・イノベーションの実現に資する革新的な技術及び実海域における

運航性能評価手法に関する研究開発 

－実船の実海域性能を高度化する研究プロジェクトにおける研究を継続する。本年度

は、標準化した実船モニタリング解析法を用い、経年劣化・生物汚損影響評価を検

討する。 等 

③船舶の更なるグリーン化を実現するための、粒子状物質（PM）等の大気汚染物質の

削減、生態系影響の防止に資する基盤的技術及び評価手法に関する研究開発 

－排ガス規制対応のための計測・分析技術の開発、燃料・排ガス中の環境負荷物質評

価手法の確立、SOxスクラバの小型化のための技術開発、SOx・GHG排出削減規制対

策のための排ガス処理技術開発を実施する。 等 

 

（３）海洋の開発 

海洋再生可能エネルギー・海洋資源開発の促進及び海洋開発産業の育成並びに国際

ルール形成への戦略的関与を通じた我が国海事産業の国際競争力強化が求められてい

る。一方、実際の海洋開発は民間での開発リスクが過大であるため、海洋開発推進、

海洋産業の育成に向けた国と民間との連携が重要である。 



 

 

 

したがって、研究所には、船舶に係る技術を活用し、海洋基本計画等の国の施策に

沿ったナショナルプロジェクト、海洋産業育成等への技術的貢献を行うとともに、実

際の開発・生産を担う我が国企業への技術的支援が求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①海洋再生可能エネルギー生産システムに係る基盤技術及び安全性評価手法の確立に

関する研究開発 

－海洋再生可能エネルギー浮体式風力発電については、3 翼独立制御制御の効果を模

型試験等により検証する。浮体式波力発電については、実用化を目指した高効率制

御システムの検討を行う。 等 

②海洋資源開発に係る生産システム等の基盤技術及び安全性評価手法の確立に関する

研究開発 

－商業化に向けた採鉱システムに係る安全性・稼働性評価、計画支援プログラムの開

発、厳海象下で用いられる浮体システムの係留設計法の開発、大型海底機器揚降作

業に関する安全性評価技術の検討、海底フローライン中の流動現象モデリングの検

討を実施する。 等 

③海洋の利用に関連する技術に関する研究開発 

－第 2期 SIPプロジェクト（戦略的イノベーション創造プログラム：革新的深海資源

調査技術）を遂行して行く中で、複数 AUV 利用法の拡張に関する研究開発を行う。 

等 

 

（４）海上輸送を支える基盤的な技術開発 

海事産業の技術革新の促進、海運・造船分野での人材確保・育成、多様なニーズに

応える海上交通サービスの提供等により我が国海事産業の国際競争力を強化するとと

もに、我が国経済の持続的な発展に資することが求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。 

 

①海事産業の発展を支える技術革新と人材育成に資する技術に関する研究開発 

－造船現場データの高度解析技術、造船作業を支援するインタフェース技術を開発す

る。 

－騒音に影響を及ぼす振動対策を検討し、ニューラルネットワークによる騒音予測の

誤差評価を実施する。 等 

②海上輸送の新たなニーズに対応した運航支援技術・輸送システム等に関する研究開

発 

－操船シミュレータ上に組み込んだ自律操船が可能なテストベッドの避航操船機能に

対して、安全評価方法を検討し、評価実験を行う。 等 

③海上物流の効率化・最適化に係る基盤的な技術に関する研究開発 

－平時輸送については国内貨物及び輸出入貨物を対象に、貨物経路選択手法を高度化



 

 

 

して性能向上を図る。また、災害時輸送については地震発生後の被害発生から評価

までの輸送シミュレータの機能モデルを完成させる。 

－国際海運・造船における経済状況を表す貨物流動データ等と、海運会社や造船会社

の活動を表す運航データや船腹・建造データにおけるデータフュージョン（データ

融合）技術の検討を実施する。 等 

 

３．港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技術に関する研究開発等 

 

中長期目標に掲げられた研究開発課題、すなわち東日本大震災を教訓とした地震や

津波の防災及び減災対策、港湾・空港等施設における既存構造物の老朽化対策、産業

の国際競争力強化のための国際コンテナ戦略港湾や首都圏空港の機能強化、海洋開発

の拠点整備など、国土交通省が推進する政策における技術的課題への対応や関係機関

への技術支援に対する適切な成果を創出するため、本中長期目標期間においては、次

に記載する研究に重点的に取り組むこととする。 

基礎的な研究開発等のうち、波浪、海浜、地盤、地震、環境、計測等に関する研究

は、研究所が取り組む港湾・空港等分野のあらゆる研究等の基盤であることから、中

長期目標期間中を通じてこれらを推進し、波浪や海浜変形等に係るメカニズムや地盤

及び構造物の力学的挙動等の原理や現象の解明に向けて積極的に取り組む。また、個

別の港湾・空港等の整備を技術的に支援するための研究開発についても積極的に取り

組む。 

これら重点的に取り組む研究開発課題以外のものであっても、本中長期目標期間中

の港湾行政を取り巻く環境変化により、喫緊の政策課題として対応すべきものがある

場合は、重点的に取り組む研究開発課題と同様に取り組むこととする。 

また、独創的または先進的な発想に基づき、研究所の新たな研究成果を創出する可

能性のある萌芽的研究のうち、特に重点的に予算配分するものを特定萌芽的研究と位

置づけて実施するとともに、年度途中においても、必要に応じ新たな特定萌芽的研究

を追加し、実施する。 

なお、港湾・空港分野に関する研究開発については、同分野において政策の企画立

案に関する研究等を実施する国土技術政策総合研究所との一体的な協力体制を、引き

続き維持する。 

 

（１）沿岸域における災害の軽減と復旧 

南海トラフ巨大地震や首都直下地震に代表される地殻変動の活発化や異常気象に

よる巨大台風の発生等による大規模災害の発生リスクが高まるなか、今後起こりうる

災害をいかに軽減し、また迅速に復旧復興を図ることに重点をおいて、ハード及びソ

フト両面からの取組が求められている。 

このため、既往の災害で顕在化した技術的な課題への取り組みを継続しつつ、以下



 

 

 

の研究開発を進める。 

①地震災害の軽減や復旧に関する研究開発 

－地震動の連成作用下の液状化地盤の挙動評価・分析と対策に関して、液状化地盤の

挙動をふまえた有効な地盤対策技術および液状化被害抑止技術を開発・提示する。 

－地盤工学的観点からの高波に対する海岸施設の安定性評価手法に関して、系統的な

遠心模型実験・数値解析と安定性評価手法の検討を行う。 

－震源近傍強震動の予測手法の開発及び沿岸域施設の耐震性能早期発現のための対策

技術開発を開始する。 等 

②津波災害の軽減や復旧に関する研究開発 

－津波漂流物シミュレーションの研究では、三次元の流体モデルと三次元の漂流物挙

動モデルとを連成させる。 

－複合観測情報による津波予測の研究では、実際の海底地形、GPS 波浪計と海洋レー

ダの観測ノイズを用いた数値実験を行って、予測手法の有効性を検証する。 

－粒子法の港湾構造物の変形への適用に関する研究では、洗掘、ポーラス、剛体挙動

等の各モデルの接続を検討する。 等 

③高潮・高波災害の軽減や復旧に関する研究開発 

－海象観測データによる海象特性の解明に関する研究では、波浪観測データの処理・

解析（速報及び確定処理、波浪統計解析）を継続して実施する。 

－うねり性波浪の季節・海域特性とその出現機構の研究では、波浪スペクトルで風波

やうねりを分類する手法を日本沿岸に適用し、うねりの出現特性を解析する。 

－港内発生波や被災構造物による波浪変形の研究では、静穏度解析を行い、構造物の

被災状態が荷役稼働率に及ぼす影響を試算する。 

－最大級の高潮ハザードの研究では、非常に強い台風による波浪・高潮の推算精度を

検証するとともに、最大級の台風の設定方法を検討する。 

－高潮高波・津波時の外郭施設の構造部材の安定性の研究では、昨年度に続き防砂シ

ート等の実験を行うとともに、ANNを用いた直立壁の波圧評価式を提案する。 等 

 

（２）産業と国民生活を支えるストックの形成 

人口減少が進み高齢化社会が進展していく一方で、過去に蓄積されたインフラの老

朽化が進む中、国の活力の源である我が国産業の国際競争力、国民生活を支える港湾・

空港の機能をいかに確保していくか、また限られた財源や人員の下、既存インフラの

有効活用や施設自体の長寿命化にも留意しつつ、インフラの維持、更新及び修繕をい

かに効率的かつ効果的に実施していくかに重点を置いた取組が求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①国際競争力確保のための港湾や空港機能の強化に関する研究開発 

－国際コンテナ戦略港湾を対象として、我が国に特有の櫛形などの形状のコンテナバ

ースへの ICT等の技術導入評価手法を提案し、生産性の向上を進めるため、ゲート、



 

 

 

蔵置場所、遠隔操作式 RTG、新しいオペレーション方法のシミュレーションによる

定量的な評価の研究を進める。 等 

②施設の長寿命化や新たな点検診断システムの開発などインフラのライフサイクルマ

ネジメントに関する研究開発 

－海洋コンクリート構造物の補修・補強技術の体系化に関して、保有性能と維持管理

レベルを考慮した補修・補強設計の考え方を提示する。 

－港湾施設群の LCC最適化のための維持管理計画策定手法に関して、『（仮称）港湾施

設群マネジメント計画』についての技術資料を作成する。 

－海洋環境下におけるサステナブルマテリアルの適用性評価の検討を開始する。 等 

③施設の効率的な更新、建設発生土の有効利用、海面廃棄物処分場の有効活用などイ

ンフラの有効活用に関する研究開発 

－微視構造を考慮した複合地盤材料の力学特性評価の高精度化に関して、デジタルサ

ンプリング装置の開発とそれにより得られた供試体による擬似的力学試験等のと

りまとめを行う。 

－浚渫土砂処分場の高容量化に関する技術開発に関して、護岸直背後の嵩上げ設定に

ついての解析を行い、仮仕切り堤の構造を検討する。 

－物理探査を用いた改良地盤の品質評価方法の開発を開始する。 等 

 

（３）海洋権益の保全と海洋の利活用 

海洋権益の保全と海洋の利活用のためには、本土から遠く離れた遠隔離島等におけ

る活動拠点の整備が必要であり、また海中を含む海洋での様々なインフラ整備技術が

不可欠であることを踏まえ、海洋開発の拠点形成のための港湾をはじめとするインフ

ラ整備や地形保全、海洋資源や海洋再生エネルギーの調査・開発に重点を置いた取組

が求められている。 

このため、これまで研究所が蓄積してきた波浪や海底地盤、港湾構造物等に関する

知見を総合的かつ最大限に活用して、遠隔離島での港湾整備や海洋における効果的な

エネルギー確保など海洋の開発と利用に関する研究開発を進める。 

－港湾内における船舶の新型係留装置の開発に関する研究では、防舷材の機能を高度

化させた新型船舶係留装置について概念検討を行う。 

－水中音響カメラに関する研究では、開発した音響ビデオカメラ及び映像呈示ソフト

について、港湾施工への展開を目指し、海上試験を実施するとともに、運用方法の

検討を行う。 

－水中機械化施工におけるマシンガイダンス技術の研究では、水中施工機械の遠隔操

作化への取組みとして、マシンガイダンス・音響外界計測センサ・均し作業用アタ

ッチメントを統合し、実用化に関する検討を実施する。 

－洋上風力発電に関する研究では、日本沿岸地域での洋上風力発電施設の杭基礎に作

用する変動荷重特性の把握・整理を行うとともに、それを再現可能な実験および解



 

 

 

析手法の検討を行う。 

－炭酸塩で形成された離島の地形動態に関する解析手法開発では、離島特有の制約条

件（物資、人力）を考慮し、低潮線や港湾施設の保全や維持管理に資する、広域・

長期・省力の解析手法の開発を行う。 等 

 

（４）海域環境の形成と活用 

地球温暖化対策や循環型社会の構築といった地球規模の環境問題への対応が益々

重要となっていること、また沿岸域が多様な生態系が広がる環境上重要な空間である

ことを踏まえ、この環境や地形を人間の営む経済活動や気候変動の中でいかに保全す

るか、また気候変動の緩和策としていかに活用できるかということに重点をおいた取

組が求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①沿岸生態系の保全や活用に関する研究開発 

－浅海域における二酸化炭素吸収速度と浸水抑制効果を予測する全球動態モデルの検

証の研究では、サブモデル（波浪モデル・地形底質モデル・生態系モデル）の結合

と改良を引き続き行う。 

－減災と生態環境を両立する沿岸地形・地盤デザインの創成では、リサイクル地盤環

境を含めた耐侵食・生物生息機能の解明を行う。 

－大気・海洋に関する湾口横断観測と解析の研究では、かなや丸における長期大気観

測手法の検討および東京湾口の PH横断分布の解明を行う。 

－沿岸生態系シミュレーションにおけるマクロ生物の動態解析の研究では、沿岸環境

の総合的な理解のため、これまで開発してきた低次生態系モデルに、魚類等を含む

高次の生態系モデルを付加する。 

－油濁対策技術に関する研究開発では、リアルタイム油漂流予測システムの高度化の

ための新たな機能を追加するとともに、次世代油回収船に向けた新たな集油と回収

方法を検討する。また、バブルカーテンによる流出油制御、津波火災等延焼流出油

への対応、沈船からの油抜き取り技術など油濁対応関連技術の検討を進める。  

②沿岸地形の形成や維持に関する研究開発 

－気候変動に伴う全球的海浜地形変化予測手法の開発では、波崎海岸の地形変化観測

データに基づき開発された汀線地形変化予測モデルを汎用化し、全球的に多様な海

浜における適用と 100年スケールの将来予測を行う。 

－波崎海洋研究施設における観測と航路・泊地・海岸地形変化予測モデルの開発では、

地球温暖化が沿岸地形に与える影響に関する現地データを継続して取得するとと

もに、港湾及び海岸構造物の漂砂制御機能低下を評価する地形変化予測モデルの開

発を行う。 

－河口域周辺での土砂輸送及び航路・泊地への集積機構の解明では、現地観測データ

の解析に基づく細粒泥動態の特性の把握および河口域での泥土輸送モデルの実海



 

 

 

域への適用を行う。 等 

 

４．電子航法に関する研究開発等 

 

中長期目標に掲げられた研究開発課題、すなわち航空交通の安全性向上を図りつつ、

航空交通容量の拡大、航空交通の利便性向上、航空機運航の効率性向上及び航空機に

よる環境影響の軽減に寄与する観点から、適切な成果を創出するため、本中長期目標

期間においては、次に記載する研究に重点的に取り組むこととする。 

独創的または先進的な発想により研究所の新たな研究成果を創出する可能性を有

する萌芽的研究については、電子航法に関する国際的な技術動向を踏まえつつ先見性

と機動性を持って長期的な視点から取り組むとともに、プロジェクト型の研究開発に

成果を移転するための基盤技術に関する研究にも経常的に取り組む。 

 

（１）軌道ベース運用による航空交通管理の高度化 

運航者の希望に基づく飛行経路を実現するとともに、安全な航空機間隔が維持でき

る軌道ベース運用による航空交通管理方式の、洋上空域などの航空路空域のみならず

航空交通量が多い高密度空域や複雑な空域への導入を実現するため、効率的な管制空

域及び飛行経路の管理並びに軌道ベース運用の概念を実装するための技術の開発が求

められている。 

また、この効率的な管制空域及び飛行経路の管理手法並びに軌道ベース運用の円滑

な導入のため、高度な航空交通システムの安全かつ安定的な機能に必要となる堅牢な

通信・航法・監視を含む航空交通管理（ATM）のためのシステムの開発が求められてい

る。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①運航者の希望に基づく飛行経路を実現しつつ、適切な管制処理容量の確保を可能と

するための管理手法に関する研究開発 

－気象要因による運航制約条件を考慮した軌道調整に関する研究では、交通流および

運航管理の高度化を図るため、影響を受ける管制空域に対して事前検証・調整され

た、シビアな悪天を回避するための飛行計画経路集を作成し、提案する。本年度は、

その初期的研究として、各種データ収集と初期解析、実験用評価システムの仕様検

討、評価指標等についての動向調査を行う。等 

②全航空機の飛行経路と通過時刻によって航空交通を管理する軌道ベース運用を可能

とする技術に関する研究開発 

－フリールーティング空域における軌道ベース運用に関する研究では、運航者が最大

便益を得るためのフリールーティングと空域などを効率よく割り振るため協調的

意思決定（CDM）を取り入れた軌道ベース運用に基づいた軌道管理方式のコンセプ

トを提案する。本年度は、日本とその周辺の空域の特性に基づいた運用コンセプト



 

 

 

の検討と、ATMパフォーマンス指標の検討を行うとともに，軌道最適化アルゴリズ

ムの改善や性能向上に取り組む。等 

③システム故障、ヒューマンエラーや自然状況変化によるリスクなどに強い通信・航

法・監視を含む航空交通管理のためのシステムに関する研究開発 

－空港面及び空港近傍の独立非協調監視システムに関する研究では、トランスポンダ

に依存せず空港面及び空港近傍における移動体を検出するために、パッシブ PSRだ

けでなく航空用途以外の電波も利用した監視プロトタイプシステムの開発を行う。

本年度は、引き続き空港面での移動体検出技術の開発を行うとともに、実験用リア

ルタイムパッシブ監視システムを構築し、検出性能検証を行う。 

－次世代 GNSS に対応したアベイラビリティの高い航法システムに関する研究では、

安全で効率的な運航を実現する GNSSベース航法の実用に不可欠な GNSS補強システ

ムのアベイラビリティ（利用可能な時間割合）改善を図るものである。このための

方策として次世代 GNSS の利用や宇宙天気情報の活用による効果について評価する

と共にこれらの利用に必要な技術開発を行い、国際標準規格案に反映する。本年度

は、次世代 SBAS及び次世代 GBASのプロトタイプシステムを使用して飛行実験を実

施するとともに、準天頂衛星システム対応のための性能評価を行う。等 

 

（２）空港運用の高度化 

燃費軽減に寄与する混雑空港における継続降下運航の運用拡大、低視程時の就航率

を改善するための衛星航法による高度な運航方式、空港面における到着便と出発便の

交通流の輻輳を解消する効率性と定時性の高い航空交通管理技術の開発が求められて

いる。また、空港面に対する監視技術の高度化等が求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①混雑空港における継続降下運航の運用の拡大及び衛星航法による進入着陸システム

を用いた曲線精密進入等の高度な運航方式等に関する研究開発 

－PBNと GBASを活用した高度な計器進入方式に関する研究では、性能準拠型航法（PBN）

概念による RNP航法と衛星航法（GNSS）による精密進入着陸システムである GBAS

を組み合わせた曲線進入等の高度運用方式を実現するために、空港周辺の山岳地形

などの制約を調査し、設計条件や導入効果を明らかにする。また、衝突危険度モデ

ルを改善する衝突確率計算アルゴリズムを提案して計器飛行方式設定基準の策定

に貢献する。本年度は、国内のモデル空港へ新進入方式を概念設計し、効果や制約

を調査する、かつ、衝突危険度モデルを改善する計算アルゴリズムを提案する。 

－大規模空港における継続降下運航の運用拡大に関する研究では、継続降下運航（CDO）

を交通量の多い時間帯に運用を拡大するために、CDO 実施判断支援ツールを製作す

る。本年度は、CDO 実施判断支援ツールの評価実験を行い、取りまとめを実施する。

等 

②航空機の離着陸時刻及び地上走行時間の予測を基に行う空港面交通の管理に関する



研究開発 

－空港設計および地上走行時間管理に資する交通データ等活用技術の研究では、空港

施設設計において、空港面交通データと空港面交通シミュレーションをもとに、空

港内の地上交通量と出発・到着便数との相関、空港施設の適切なサイズ及び配置等

について体系的な知識の獲得に取り組む。また、空港面の混雑に応じた航空機の地

上走行時間の管理においては、地上走行時間の不確かさを最小化するための、交通

管理手法の精度向上について検討する。本年度は、空港施設整備の根拠資料となり

うる年間交通量等の情報抽出、および、地上走行の時間管理の精度向上に資する情

報抽出を目指した交通データおよびシミュレーションの活用技術を検討する。等 

③光ファイバー技術等を応用した航空機監視技術及び滑走路上の異物監視システム等

に関する研究開発

－滑走路異物（FOD）監視システムの高度化に関する研究では、FOD探知システムの実

用化に向けた未検知率の低減、探知困難形状 FODへの対応、悪天候時の対策等のた

めの研究開発を行う。本年度は、非金属物体等のレーダ反射断面積の小さい対象物

を探知するための技術提案を行う。また、FOD探知システムの空港環境および悪天

候時の性能評価を実施する。 

－遠隔型空港業務支援システムの実用化研究では、小規模空港や離島空港でリモート

運用を可能とするために必要な技術を開発し、我が国の運用環境に適したリモート

タワーシステムを提案する。本年度は、映像処理系システムのアップデートと AI

による映像識別機能の処理速度向上とシステムへの導入によるトラッキング性能

を検証する。また、PTZ システムの性能向上、運用向けハウジングシステムの製作

と性能評価、監視センサーとの統合表示情報の性能検証と課題整理、簡易型センサ

ーの性能評価を行う。また、EUROCAE において、リモートタワーの技術規格の策定

に参加するとともに、併せて海外動向調査を行う。等 

（３）機上情報の活用による航空交通の最適化

航空機が持つ情報（機上情報）を航空交通管理などにおいて活用するため、機上情

報を迅速に取得する等の監視性能向上、航空機監視応用システムと地上管制の連携に

よる航空機間隔最適化に関する技術の開発が求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①放送型自動位置情報伝送監視システム等の機能を用いて航空機の飛行管理システム

が持つ運航情報などを地上に伝送して航空交通管理に活用する技術に関する研究

開発

－従属監視補完技術に関する研究では、従属監視方式である、放送型自動位置情報伝

送・監視（ADS-B）を導入する際に必要となる、位置情報源障害発生時の補完や脆

弱性対策を実現する技術を開発・評価する。本年度は、前年度に付加した実験装置

の機能に関して性能試験を行うとともに、試験結果を踏まえて、実験装置の改修を



 

 

 

実施する。等 

②航空機が地上と連携して周辺航空機の状況を把握し最適な航空機間隔を維持すると

ともに最適な飛行経路を実現する運航に関する研究開発 

－航空機の拡張型到着管理システムの研究では、ターミナル空域からエンルート空域

にかけて、到着機の順序付けとスケジューリングを行うために，拡張型到着管理シ

ステムの運用プロトコルと到着スケジューリング手法を提案する。さらに、拡張型

到着管理システムと協働する新しい運航を提案し、シミュレーション検証を行う。

本年度は、拡張型到着管理システムの運用プロトコルおよびスケジューリング手法

の設計の継続、航空機間の間隔付けに関する新運航の検証、並びに航空機監視応用

システムのシミュレーション評価環境構築のため、既存のインフラやシミュレーシ

ョン調査を行う。等 

 

（４）関係者間の情報共有及び通信の高度化 

航空情報、飛行情報、気象情報等、航空機の運航に必要な情報の共有に関する技術

の開発及び航空機と地上管制機関等との間のセキュアで高速な通信に関する技術の開

発が求められている。 

このため、以下の研究開発を進める。 

①異種システム間の情報交換において安全性の保証された共通データ基盤の構築に関

する研究開発 

－SWIM のコンセプトによるグローバルな情報共有基盤の構築と評価に関する研究で

は、航空交通管理における、異なる SWIM 情報システム間の融合と協調を実現する

ため、シームレスな情報交換とサービス連携に関する技術の提案と評価テストベッ

ドの開発を行う。本年度は、引き続き国際連携により地上や空地統合 SWIMの検証

実験を実施するとともに、SWIMに基づく新たな運航方式を評価できる手法や実験シ

ステムの開発を行う。等 

②航空機と管制機関間をつなぐ高速で安全な次世代航空通信に関する研究開発 

－空地通信技術の高度化に関する研究では 、AeroMACS プロトタイプを活用して、

AeroMACS の利用技術を開発し、AeroMACS 技術の適用範囲拡大の可能性について性

能評価する。本年度は、AeroMACS利用技術及び空地通信技術適用範囲拡大の性能評

価を行う。等 

 

５．研究開発成果の社会への還元 

 

（１）技術的政策課題の解決に向けた対応 

①国が進めるプロジェクト等への支援 

国等がかかえる技術課題について受託研究等を実施するとともに、国等が設置する

技術委員会へ研究者を派遣する等、技術的政策課題の解決に的確に対応するとともに、



国が進めるプロジェクトや計画等の実施に貢献する。さらに、国や公益法人等が実施

する新技術の評価業務等を支援する。 

②基準・ガイドライン等の策定

研究所の研究開発成果を活用し、海上輸送の安全確保・海洋環境の保全等に係る基

準や港湾の施設に係る技術基準・ガイドライン、航空交通の安全等に係る基準等の策

定や改定を技術的観点から支援する。 

③行政機関等との密な意思疎通

研究計画の策定にあたっては、ニーズの把握のため行政機関等と密な意思疎通を図

り、研究の具体的な内容を検討するとともに、実用化が可能な成果を目指す。 

国、地方公共団体等の技術者を対象とした講演の実施、研修等の講師としての研究

者の派遣や受け入れにより、技術情報の提供及び技術指導を行い、行政機関等への研

究成果の還元を積極的に推進する。 

その他、社会情勢の変化等に伴う幅広い技術的政策課題や突発的な研究開発ニーズ

に、的確かつ機動的に対応する。 

（２）災害及び事故への対応

沿岸域の災害における調査や復旧支援を実施するとともに、防災に関する技術の向

上や知見･ノウハウの向上を図り、災害対応マニュアルの改善等の取組を支援する。ま

た、沿岸自治体の防災活動の支援や沿岸住民への啓発活動など、ソフト面の事前対策

強化を支援する。 

具体的には、国内で発生した災害時において、国土交通大臣からの指示があった場

合、または研究所が必要と認めた場合に、被災地に研究者を派遣することにより、被

災状況の把握、復旧等に必要な技術指導等を迅速かつ適切に行う。また、研究所で作

成した災害対応マニュアルに沿った訓練を行うとともに、その結果に基づいて当該マ

ニュアルの改善を行う等、緊急時の技術支援に万全を期する。

また、重大な海難事故等が発生した際には、研究所の持つ豊富な専門的知見を活用

して事故情報を解析し、その結果を迅速に情報発信するとともに、詳細解析が必要な

場合には、事故再現や各種状況のシミュレーションを行うことにより、国等における

再発防止対策の立案等への支援を行う。 

（３）橋渡し機能の強化

研究所の成果を社会に還元するため、研究所の有する優れた技術シーズを迅速に産

学官で共有し、 企業等への技術移転に積極的に取り組む。また、大学等の有する学術

的シーズを活かし、研究所単独ではなし得ない優れた研究開発成果の創出と活用拡大

に努めるとともに、関連研究に取り組む研究機関の裾野の拡大を図る。  

具体的には、学術的なシーズを有する大学や産業的なニーズを有する民間企業等との

共同研究、受託研究や公募型研究、政府出資金を活用した委託研究、研究者・技術



者等との情報交換・意見交換、人事交流、研究所からの研究者派遣等の取り組みを行

い、産学官における研究成果の活用を推進する。 

また、研究所の大型試験設備、人材、蓄積された基盤技術等を核として、外部との

連携を促進する研究プラットフォームとしての機能を強化する。 

（４）知的財産権の普及活用

知的財産権については、有用性、保有の必要性等を検討し、コストを意識した管理

を行いつつ、産業界への普及や活用の促進を図る。また、技術のグローバル化に向け

た国際特許の取得も視野に入れた戦略的な取組を推進する。 

具体的には、特許権を保有する目的や申請にかかる費用等を十分に吟味する等、特

許を含む知的財産全般についてのあり方を検討しつつ、適切な管理を行う。また、研

究所のホームページの活用等により保有特許の利用促進を図る。 

（５）情報発信や広報の充実

 研究発表会、講演会、出前講座、研究所報告等の発行等により、研究業務を通じて

得られた技術情報や研究開発の実施過程に関する様々な情報を、主に行政等の利活用

が想定される対象に向けて積極的に発信し、研究成果の普及、活用に努める。 

また、研究成果を分かりやすく説明・紹介する広報誌やパンフレット等の発行、研究

所の一般公開、施設見学の実施、ホームページ掲載等の多様なツールを通じた広報周

知活動を、主に一般国民に向けて効率的かつ積極的に行い、研究所の取組に対する理

解の促進に努めるとともに、科学技術の普及啓発及び人材育成の促進に寄与する。本

年度期間中に研究発表会を８回以上、一般公開及び公開実験を８回以上実施する。 

６．戦略的な国際活動の推進 

（１）国際基準化、国際標準化への貢献

研究成果の国際基準・国際標準化を目指して研究計画を企画立案するとともに、国

際的な技術開発動向を踏まえつつ研究を実施することで、IMO、国際民間航空機関

（ICAO）、国際標準化機構（ISO）等への国際基準案等の我が国の提案作成に積極的に

関与する。 

特に本年度は、海上交通の分野においては、自動運航船に係る国際基準策定に貢献

する。 

また、我が国の提案実現のため、本年度計画期間中に国際基準及び国際標準に関す

る国際会議にのべ 63（人回）以上参画し、技術的なサポートを実施するとともに、会

議の運営にも積極的に関与する。 

加えて、主要国関係者に我が国提案への理解醸成を図るため、戦略的な活動を行う。 

また、我が国が不利益を被ることがないよう、我が国への影響及び適合性について技



 

 

 

術的な検討を行うなど、他国の提案についても必要な対応を行う。 

 

（２）海外機関等との連携強化 

国際会議やワークショップの主催や共催、国際会議への積極的な参加、在外研究の

促進等を通じ、国外の大学、企業あるいは行政等の研究者との幅広い交流を図る。本

年度計画期間中に国際会議において 200件以上の発表を行うとともに、国際ワークシ

ョップ等を３回以上開催する。 

また、国外の関係研究機関との研究協力協定や教育・研究連携協定の締結、これに

基づく連携の強化を図ることにより、関連する研究分野において研究所が世界の先導

的役割を担うことを目指す。 

また、外国人技術者を対象とした研修への講師派遣や外国人研究員の受け入れ、研

究者の海外派遣による技術支援等、国際貢献を推進するとともに、国土交通省が進め

る海外へのインフラ輸出を念頭に置いた我が国の技術力向上のための支援を行う。 

具体的分野として、港湾分野においては、アジア・太平洋地域をはじめとする世界

各地の研究機関等との連携を強化するとともに、大規模自然災害や沿岸域の環境問題

等への技術的支援を通じて国際貢献を推進する。また、海外における被災状況、沿岸

環境等に係る情報収集を行い、我が国はもちろんのこと世界的規模での防災・減災対

策、環境対策に貢献する技術や知見を蓄積する。 

航空交通分野においては、航空管制業務等に係る多くの技術や運航方式等について、

世界での共用性を考慮する必要があることから、各国の航空関係当局や研究機関及び

企業等と積極的に技術交流及び連携を進める。特に、継ぎ目のない航空交通（シーム

レススカイ）実現を支援するため、我が国と近隣アジア諸国の研究機関との技術協力

等を拡大する。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

（１）統合に伴う業務運営の効率化 

統合により生じる事務の煩雑化等の影響を軽減し、円滑な業務運営を図る。 

また、間接部門について、研究開発成果の最大化及び業務効率と質の最大化を図りつ

つ、効率化する。具体的には、管理業務の効率化の状況について定期的な見直しを行

い、業務の簡素化、電子化、定型的業務の外部委託等を図ることにより、一層の管理

業務の効率化に取り組む。 

さらに、一括調達については、コピー用紙をはじめ、複写機賃貸借及び保守契約、

機械警備契約など、業務効率と経費の双方に留意して２件以上を目標に実施する。一

括調達の導入を進めるとともに、システムの合理化などの統合に伴う適切な環境整備

について、業務効率と経費の双方に留意して計画的に実施する。 

 



 

 

 

（２）業務の電子化 

引き続きテレビ会議やメール会議等の活用、ＩＣＴ環境の整備等により、業務の電

子化を図る。 

 

（３）業務運営の効率化による経費削減等 

ア 業務運営の効率化を図ることにより、一般管理費（人件費、公租公課等の所要額

計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費は除く。）について、抑制

を図る。ただし、新規に追加されるもの、拡充分など、社会的・政策的需要を受け

て実施する業務に伴い増加する費用等はその対象としない。 

イ 業務運営の効率化を図ることにより、業務経費（人件費、公租公課等の所要額計

上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費は除く。）について、抑制を

図る。ただし、新規に追加されるもの、拡充分など、社会的・政策的需要を受けて

実施する業務に伴い増加する費用等はその対象としない。 

ウ 本研究所の給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、厳しく検

証を行った上で、その検証結果や取組状況については公表する。 

エ 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 

25日総務大臣決定）等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続による、適切で迅速かつ

効果的な調達を実現する観点から、毎年度策定する「調達等合理化計画」に基づく

取組を着実に実施する。 

また、随意契約については「独立行政法人の随意契約に係る事務について」（平

成 26年 10月１日付け総管査第 284号総務省行政管理局長通知）、で示された随意

契約によることができる事由により、公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を

実施する。 

更に、外部有識者による「契約監視委員会」において、締結された契約に関する

改善状況のフォローアップを行い、その結果を公表することによって、契約事務の

透明性、公平性の確保を図る。 

オ 業務経費に生じる不要な支出の削減を図るため、無駄の削減及び業務の効率化に

関する自律的な取組を実施する。 

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

（１）運営費交付金を充当して行う事業については、「第２ 業務運営の効率化に関す

る目標を達成するためにとるべき措置」で定めた事項を踏まえ、以下の項目について

計画し、適正にこれらの計画を実施するとともに、経費の抑制に努める。 

（１）予算：別表１のとおり 

（２）収支計画：別表２のとおり 

（３）資金計画：別表３のとおり 



 

 

 

 

（２）運営費交付金以外の収入の確保 

知的財産権の活用などにより、自己収入を確保する。 

 

（３）短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度

額は、13億円とする。 

 

（４）不要財産の処分に関する計画 

特になし 

 

（５）財産の譲渡又は担保に関する計画 

特になし。 

 

（６）剰余金の使途 

・研究費 

・研究基盤・研究環境の整備、維持 

・研究活動の充実 

・業務改善に係る支出のための財源 

・職員の資質向上のための研修等の財源 

・知的財産管理、技術移転に係る経費 

・国際交流事業の実施（招聘、セミナー、国際会議等の開催） 等 

 

第４ その他業務運営に関する重要事項 

 

（１）内部統制に関する事項 

内部統制については、「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」

について」（平成 26年 11月 28日行政管理局長通知）に基づき、業務方法書に定めた

事項の運用を確実に図る。また、研究における不正等が起きないよう関係規程の充実

を図るとともに、研究員を含む役職員に対し、コンプライアンス違反防止のための研

修を２回以上行う。 

さらに、内部統制機能が確実に発揮されるよう、法人のミッションや理事長の指示

が組織内に徹底される仕組みとして内部統制推進に関する委員会を適切に運用する。 

研究所が国立研究開発法人として発展していくためには、独立行政法人制度や国の

制度等の様々なルールを遵守し適切に行動していく必要があることから、研究所の組

織全体としても、個々の研究者としても、研究活動における不正行為の防止、不正行

為への対応、倫理の保持、法令遵守等について徹底を図る。 



 

 

 

個人情報等の保護を徹底するため、事務室等のセキュリティを確保するとともに、

「サイバーセキュリティ戦略」（平成 27 年９月４日閣議決定）等の政府の方針を踏ま

え、適切な情報セキュリティ対策を実施する。 

 

（２）人事に関する事項 

職員の専門性を高めるための能力開発の実施等により若手研究者等の育成を進め

るとともに、職員の勤務成績を考慮した人事評価の適切な実施等により卓越した研究

者等の確保を図る。 

 

（３）外部有識者による評価の実施・反映に関する事項 

研究分野における業務計画、運営、業績については、目標の達成状況を随時把握し、

必要に応じ研究開発の継続そのものに関する助言や指導を受けるため、外部有識者か

ら構成される評価委員会等による研究評価を受ける。 

評価結果については、研究資源の適時・適切な配分に反映させ、研究成果の質の向

上を図るとともに、研究開発業務の重点化を図る。また評価のプロセス、評価結果等

を研究所のホームページへの掲載等を通じて公表し、透明性を確保する。 

また、本年度計画期間中に３回以上の外部有識者からの研究評価を実施する。 

 

（４）情報公開の促進に関する事項 

研究所の適正な運営と国民からの信頼を確保するため、情報公開窓口や、ホームペ

ージを活用し、適切かつ積極的に情報の公開を行う。 

 

（５）施設・設備の整備及び管理等に関する事項 

業務の確実な遂行のため、別表４に掲げる施設を整備・改修する。また、既存の施

設・設備を適切に維持管理していくため、必要な経費の確保に努めるとともに、効率

的に施設を運営する。また、保有資産の必要性についても不断に見直しを行う。 

  



別表　１

予算 （単位　百万円）

区　　　　　別

船舶に係る技術及び
これを活用した海洋の
利用等に係る技術分
野

港湾、航路、海岸及
び飛行場等に係る技
術分野

電子航法分野 合　　計

収入

　運営費交付金 2,580 1,205 1,400 5,185

　施設整備費補助金 0 0 34 34

　受託等収入 565 1,133 175 1,873

　計 3,144 2,339 1,609 7,092

支出

　業務経費 462 218 713 1,393

　施設整備費 0 0 34 34

　受託等経費 483 1,059 148 1,690

　一般管理費 92 81 43 216

　人件費 2,108 981 671 3,760

　計 3,144 2,339 1,609 7,092

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。

[運営費交付金の算定ルール]

[人件費の見積り]
中長期目標期間中、平成30年度は総額2,945百万円を支出する。
当該人件費の見積りは、予算表中の人件費の内、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過
勤務手当の費用である。（任期付研究員人件費等を除く。）

別添のとおり。

[注記]
退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当支給規程に基づいて支給することとな
るが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定している。

賞与については、役員給与規程及び職員給与規程に基づいて支給することとなるが、その全額につい
て、運営費交付金を財源とするものと想定している。



別表　２

（単位　百万円）

区　　　　　別

船舶に係る技術及び
これを活用した海洋の
利用等に係る技術分
野

港湾、航路、海岸及
び飛行場等に係る技
術分野

電子航法分野 合　　計

費用の部 3,406 2,371 1,853 7,630

　経常費用 3,406 2,371 1,853 7,630

　　研究業務費 2,156 881 1,199 4,237

　　受託等業務費 483 1,059 148 1,690

　　一般管理費 506 398 218 1,122

　　減価償却費 261 32 287 581

　財務費用 0 0 0 0

　臨時損失 0 0 0 0

収益の部 3,406 2,371 1,853 7,630

　運営費交付金収益 2,580 1,205 1,400 5,185

　手数料収入 0 0 0 0

　受託等収入 565 1,133 175 1,873

　寄付金収益 0 0 0 0

　資産見返負債戻入 261 32 278 572

　臨時利益 0 0 0 0

純利益 0 0 0 0

目的積立金取崩額 0 0 0 0

総利益 0 0 0 0

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。

平成31年度収支計画

[注記]
退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当支給規程に基づいて支給することとな
るが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定している。
賞与については、役員給与規程及び職員給与規程に基づいて支給することとなるが、その全額につい
て、運営費交付金を財源とするものと想定している。



別表　３

（単位　百万円）

区　　　　　別

船舶に係る技術及び
これを活用した海洋
の利用等に係る技術
分野

港湾、航路、海岸及
び飛行場等に係る技
術分野

電子航法分野 合　　計

資金支出 3,144 2,339 1,609 7,092

　業務活動による支出 3,144 2,339 1,575 7,058

　投資活動による支出 0 0 34 34

　財務活動による支出 0 0 0 0

　 次期中期目標の期間への繰越金 0 0 0 0

資金収入 3,144 2,339 1,609 7,092

　業務活動による収入 3,144 2,339 1,575 7,058

　　運営費交付金による収入 2,580 1,205 1,400 5,185

　　受託収入 522 1,034 171 1,728

　　その他の収入 43 99 4 145

　投資活動による収入 0 0 34 34

　　施設整備費補助金による収入 0 0 34 34

　　その他の収入 0 0 0 0

　財務活動による収入 0 0 0 0

　 前期中期目標の期間より繰越金 0 0 0 0

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。

平成31年度資金計画



別表　４　　施設整備計画

（単位：百万円）

財　　源

34

①
船舶に係る技術及びこれを活用した海洋の利用等
に係る技術に関する研究開発等

0

②
港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技術に関
する研究開発等

0

③ 電子航法に関する研究開発等 34

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。

施設整備等の内容 予算額

研究開発の実施に必要な業務管理施設、実験設備
の整備・改修及びその他管理施設の整備・改修

国立研究開発法人
海上・港湾・航空技術研究所
施設整備費補助金

[注記]
施設・設備の内容、予定額については見込みであり、中長期計画を実施するために必要な業務や老朽状況等を勘
案した施設・設備の改修等の追加等変更することもある。



 

 

 

 

海上・港湾・航空技術研究所運営費交付金の算定ルール 

 

○運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入    

１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等    

（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額 

（イ）基準給与総額         

 28年度・・・所要額を積み上げ積算      

 29年度以降・・・前年度人件費相当額-前年度退職手当所要額   

（ロ）新陳代謝所要額        

  新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年

度化額－前年度退職者の給与総額のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額

のうち当年度分        

（ハ）退職手当所要額        

 当年度に退職が想定される人員ごとに積算     

（２）前年度給与改定分等（24年度以降適用）    

 昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額   

なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとす

る。運営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。 

           

２．一般管理費         

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効

率化係数（α）×消費者物価指数（γ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 

           

３．業務経費          

研究経費          

前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化

係数（β）×消費者物価指数（γ）×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特

殊要因          

       

４．自己収入          

過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上   

          

    

          

        

          



 

 

 

        

 

一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定  

業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定   

消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定    

政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必

要性等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過程において決定 

所要額計上経費：公租公課、電子計算機借料等の所要額計上を必要とする経費 

特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、

特定の年度に一時的に発生する資金需要に応じ計上  

          

[注記] 前提条件：        

 一般管理費の効率化係数（α）：中期計画期間中は 0.97として推計 

 業務経費の効率化係数（β）：中期計画期間中は 0.99として推計 

 消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は 1.00として推計  

 政策係数（δ）：中期計画期間中は 1.00として推計   

 人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は 0として推計 

 特殊要因：中期計画期間中は 0として推計 


